
第３部
平成２０年１１月８日
NPO法人事業継続推進機構

中小企業ＢＣＰステップアップ・ガイド（４．０版）

＜第３部　本格的な事業継続計画（ＢＣＰ）に向けて＞
記入様式

説明：様式中に例示の記入を残していますが、実際には消去して記入してください。

［ステップ２２様式］　分析を踏まえた目標復旧時間の経営判断

文書22-1(必須)　重要業務の見直し(形式は任意)
　　説明：①文書10-1「重要業務の候補の影響度比較表」で選定した重要業務を見直す。文書10-1を再度使用するなどでもよい。

②選定された重要業務の継続または早期復旧のために投資を行うことも意識して行う。今後の重要度の見通しも考慮する。

文書22-2(必須)　重要業務の許容中断時間の分析表（様式例）

	重要業務
	重要度のレベル
	時間経過に伴う影響の変化
	その理由
	被害が深刻になる時期
	その理由
	影響が致命的になる時期

	その理由
	許容中断時間

	Ａ業務
	
	最初は1日当たり○円の売上げが損失
	
	日後
	
	　　日後
	
	　　　日

	Ｂ業務
	
	
	
	日後
	
	　　日後
	
	　　　日

	Ｃ業務
	
	
	
	日後
	
	　　日後
	
	　　　日


　説明：①より厳密には、日単位などで影響の程度の変化をグラフ化するイメージで検討する方法もあります。
②一つの重要業務について判断要因（ステップ１１で使用）ごとに同様の分析を行い、それらを総合する方法もあります。

文書22-3(必須)　目標復旧時間の検討表（様式例）

	重要業務名
	許容中断時間
	その根拠
	現状での中断時間
	その根拠
	実施できる対策とその効果
	目標復旧時間

	Ａ業務
	
	
	
	
	
	

	Ｂ業務
	
	
	
	
	
	

	Ｃ業務
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


［ステップ２３様式］　災害･事故時の財務的な安定性の検討･改善

文書23-1(必須)　1ヶ月程度の操業停止に耐えられる資金繰りの計画（様式例）
	災害・事故後の期間
	１週間後
	２週間後
	３週間後
	１ヶ月後

	収入の状況
	
	
	
	

	①事業収入（の減少）
	
	
	
	

	②損害保険の支払い
	
	
	
	

	・・・・
	
	
	
	

	支払いの状況
	
	
	
	

	①定常的な支払い
	
	
	
	

	②納入遅延の賠償
	
	
	
	

	③修繕費用
	
	
	
	

	④再仕入れ（被害分）
	
	
	
	

	・・・
	
	
	
	


文書23-2(重要)　可能な範囲での復旧費用の推計（様式例）
	被害を受ける施設・設備
	被害の程度
	復旧に必要な費用の概算額とその算定根拠

	社屋Ａ
	全壊（震度６強による）
	○億円、△△建設(株)の見積もりによる

	設備Ｂ
	全壊（社屋倒壊による）
	□千万円、同等の性能の設備の市場価格

	商品Ｃ
	
	

	

	
	


文書23-3(必須)　被災時の資金調達方策の一覧表（様式例）
	資金調達の方法
	調達先
	調達可能金額とその推計根拠
	調達可能時期

	手持ち資金
	銀行預金、・・・
	○億円
	銀行業務再開直後から

	損害保険の支払い
	○○損害保険(株)
	○億円　災害による全壊の場合の保険金額
	○週間後めど

	中小企業災害時ローン
	□□機構
	□億円　災害借入の条件より判断
	□週間後めど

	
	
	
	


説明：公的金融機関の災害時の特別融資制度などを含みますので、有効活用を検討します。

［ステップ２４様式］　投資を含む本格的な対策戦略の立案と実施

文書24-1（必須）　一定以上の投資を必要とする対策の戦略と実施計画一覧（様式例）
	対策の内容
	現状の問題点
	対策後の改善内容
	必要資金額、資金調達方法
	実施予定年度

	社屋Ａの耐震補強
	震度５強以上の地震で全壊のおそれあり
	震度６強に耐えることができる
	○億円　公的金融機関と相談。不足はメインバンクから借入れ
	来年度から設計に着手し、再来年度に完成

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


文書24-2（重要）　建物・主要設備についての耐震診断および耐震補強計画（様式例）
	建物・設備の別
	建築時期
（年･月）
	耐震性の現状
	耐震診断の計画
	耐震補強の計画

	社屋Ａ
	昭和45年９月
	震度５強以上で倒壊の恐れ。構造上懸念のあるひび割れもあり。
	来年度に実施予定（費用は○百万円程度）
	未定。耐震診断の結果を踏まえて検討。

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


　説明：既存建物の耐震性の問題がある場合に必要に応じて作成します。
［ステップ２５様式］　地域貢献に関する協定、共助・相互扶助

文書25-1(推奨)　災害・事故時の地域貢献に関する地方公共団体との協定の状況一覧（様式例）

	地域貢献の協定の内容
	自社担当部局、担当者
	協定先部局・担当者
	協議・調整の状況と今後の対応

	(1)実施を約束する協定
	
	
	

	　在庫商品の提供
	販売管理部
	○○市○○課○○係長
	2回の打ち合わせを実施。来年度をめどに・・。

	
	
	
	

	(2)可能なら行うとする協定
	
	
	

	　水道タンクの水の配給
	施設部　○○
	○○市○○課○○係長
	市側でニーズを地元自治会と調整中

	
	
	
	

	
	
	
	


　説明：文書18-2を拡充するのでも構いません。

文書25-2(重要)　近隣の企業、取引先企業、同業他社との共助、相互扶助の一覧（様式例）
　地域との協調に関する留意事項の整理表（例）

	事項
	自社担当部局、担当者
	協力先、担当者
	具体的な共助、相互扶助の内容

	地震時
	
	
	

	①互いの負傷者の援護
	総務部　○○
	□□(株)　□□部
	搬送が必要な負傷者が出た場合に連絡し、・

	②備蓄の相互利用
	○○部　○○
	□□(株)　□□部
	備蓄が不足した場合に、窓口が調整・・

	
	
	
	

	水害時
	
	
	

	①冠水の危険が生じたときに相互に拠点を提供
	施設部　△△
	(株)◎◎　◎◎
	・・・

	
	
	
	


［ステップ２６様式］　ＢＣＰの運用と周知・定着

文書26-1(必須)　ＢＣＰの社内運用体制（様式例）

	職名
	役割
	部署、氏名

	総括責任者
	
	

	副総括責任者
	
	

	ＢＣＰ運用部局スタッフ
	
	

	○○（重要業務）のＢＣＰ担当者
	
	

	○○（重要業務）のＢＣＰ担当者
	
	

	
	
	


文書26-2(必須)　ＢＣＰの周知、定着等の運用方法に関する方針・規則の文書（形式は任意）

説明：例えば、次のような事項を定めておきます。
· 人事異動があった場合の連絡網、参集計画等の変更等の経常的な修正の作業方法

· 人事異動時の前任･後任間のＢＣＰ引継ぎの基本的な方法

· ＢＣＰの内容周知や事業継続力を維持する方策の教育の方法
· ＢＣＰ上の新たな問題の発見を申告し、改善につなげるプロセス

· ＢＣＰの運用作業上、過度な負担、意味が薄い点などを申し出てそれに対応する方法

文書26-3(必須)　ＢＣＰのマニュアル・チェックリストの一覧表（様式例）
	担当部署
	対象事項
	作成・管理責任者
	作成・更新の状況

	災害対策本部事務局（総務課）
	非常災害対策本部立上げマニュアル
	○○係　○○
	策定済み。防災の日の訓練を踏まえて修正予定。

	
	同チェックリスト
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


［ステップ２７様式］　ＢＣＰの訓練と見直し

文書27-1(必須)　訓練計画（様式例）

	訓練名
	訓練の概要
	訓練の参加対象者
	実施時期(頻度)
	企画者・事務局

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


　説明：①以下のようなＢＣＰの訓練について、必要なものを記述します。
· 各部署での応急･復旧時の役割分担を確認する机上訓練

· 防災担当者、幹部等の災害対策本部の参集、役割分担確認訓練

· 災害対策本部、代替拠点の対策本部等の立上げ訓練（ＢＣＰ担当者が中心）

· 電話、メールなどによる緊急連絡網、緊急連絡応答の訓練（社員全員）

· 緊急時の安否確認の通報の演習（安否確認担当者が中心）
· バックアップしているデータを取り出し稼動させる訓練（情報担当者）
　　②従来の避難訓練等も継続が必要。重要情報の持出し(余裕がある場合に限る)などＢＣＰとしての意義も高めるよう改善します。
文書27-2(必須)　ＢＣＰの是正、見直しの方法及びスケジュール(形式は任意)
説明：以下のような内容を記述します。

①平時の運用で問題点が発見された場合、および訓練で問題点が明らかになった場合の是正の方法

②定期的に(年1回以上)事業継続の取組み状況の評価を行い、問題があれば是正する仕組み

③経営者による見直しのスケジュール：定期的に（年１回以上）年度の事業計画の立案に連動して実施。それ以外に、事業の大幅な変更・再構築、大きな社内体制の変更などが行われた場合も実施。
④運用の状況、訓練の結果、それらを踏まえた是正の状況の経営者への報告
⑤継続的な改善の方向性：経営者が次にＢＣＰに取り組む事業分野、災害・事故の種類などを判断。

⑥その他：ＢＣＰの定着に向けた資源配分や社内制度などについても経営者の意向を提示。




































本ガイドの留意事項とお願い：本ガイドは、ＮＰＯ法人事業継続推進機構が事業継続を普及していくためのツールの一つであり、改善を続けながら活用していきます。本ガイド使用条件を脚注に記載していますので、必ずご確認ください。
























































�　原案作成者：丸谷浩明（京都大学経済研究所、NPO法人事業継続推進機構理事長）


本ガイドの著作権はＮＰＯ法人事業継続推進機構が保有します（問合先� HYPERLINK "http://www.bcao.org/" ��http://www.bcao.org/�に記載）。使用条件は以下の通りです。


1)使用に伴う損害について、当機構は一切責任を負いません。


2)非営利活動での使用は自由です。営利活動での使用は、当機構の事前承認がない限り禁止します。


3)事前承認を得て営利のコンサルティング業務に使用する場合、他の本格的なＢＣＰの文献、テキスト等を必ず十分理解し、それらを併用するようお願いします。非営利の場合も同様とします。


4)本ガイドの一部を引用する場合には、当機構名を明記してください。








PAGE  
3－6

